
 

 
 

 

「地球温暖化の防止」に向けた産業界の要望について 
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私たちは、世界最高水準のエネルギー効率を達成しており、その更なる向

上を目指します。すでにＣＯ２削減ポテンシャルが小さなものとなっている

中、「地球温暖化対策税」の導入は、負担のみが大きくなり、国際競争力や雇

用・国民生活への幅広い影響が避けられず、反対せざるを得ません。 

 

私たちは、これまでも自ら目標を掲げ、設備投資や技術開発に巨額の費用を

投じながら、省エネ対策に積極的な取り組みを進めてきました。ポスト京都議

定書における枠組みにおいても、最先端の技術を最大限導入することにより、

世界最高水準のエネルギー効率の更なる向上を図る所存です。また、現在ＡＰ

Ｐの枠組み等でおこなっている途上国への技術協力などの国際的貢献を推進し、

鳩山イニシアチブにも積極的に貢献いたします。 

こうした立場から、去る 11 月 11 日に環境省から公表された「地球温暖化対

策税」については、以下のように多くの課題があり、反対せざるを得ません。 

 

（１）総額約２．０兆円の大規模なものとされており、国際競争に直面する製

造業、中小・零細企業など産業界だけではなく、雇用や地域経済に幅広

く影響が出ることが予想されます。 

（２）灯油、電気、ガスなどのライフラインへの税負担が大きくなり、こうし

たライフラインに特に大きく頼らざるを得ない地域、家庭を中心として

国民生活への大きな影響が予想されます。 

（３）世界に冠たる低炭素社会を構築してきた日本にとっては、ＣＯ２削減ポ

テンシャルは小さいものとなっているため、税によるＣＯ２削減効果は

小さい一方で、負担のみが大きくなり、省エネ投資や技術開発への余力

を失わせるほか、国際競争上も著しく不利になることが予想されます。 

（４）そもそも、このような税を検討するのであれば、①中期的な削減目標の

設定、②削減目標のうちいわゆる「真水」で対応すべき部分の割合の設

定、③「地球温暖化対策税」によるＣＯ２削減効果の分析、④産業の国

際競争力および国民生活への影響の分析等について、一体的、総合的な

検討が行われるべきものと期待いたします。また、その結果についても

国民への説明がなされるべきと考えます。 

（５）環境省の「地球温暖化対策税」では、上記のような検討のないまま、特

定の課税規模、税率が想定されているようであり、使途も明確でなく、

財源のための増税に他ならないのではないでしょうか。これでは、産業

界はもとより、国民の理解と納得を得ることはきわめて困難といわざる

を得ません。 



ＣＯＰ１５においては、鳩山総理が従来からおっしゃっているとおり、「す

べての主要国の参加」、「公平性・実効性」の基本原則を貫徹していただきた

いと切望します。 

 

 

中期的な削減目標については、鳩山総理が従来からおっしゃっているとおり、

「すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意が、我が国の国際社会への

約束の「前提」」であり、また我が国だけが突出して高い削減コストを強いられ

ることがないという意味で、「公平かつ実効性のある国際枠組みの構築」が必要

と考えます。 

 ポスト京都の新しい法的枠組みを目指すための国際交渉は、今後ますます困

難を増すと予想されており、こうした中で、ＣＯＰ１５においては、いわゆる

「政治的合意」やこれが困難な場合の「京都議定書の暫定延長」等を模索する

動きがあると仄聞いたしますが、鳩山総理におかれては、是非上述の基本的考

え方を貫いていただくことを産業界として強く期待するものです。 

 

以上の視点に立ち、具体的に以下の２点を是非お願いしたいと考えます。 

 

（１）何らかの「政治的合意」がなされる場合であっても、「すべての主要国の

参加」や「公平性・実効性」が担保されないまま、我が国の中期的な削

減目標に関する「合意」がなされることのないようお願い申し上げます。 

 

（２）また、仮に新たな法的枠組みの構築が遅れる場合であっても、「京都議定

書の暫定延長」は、「すべての主要国の参加」や「公平性・実効性」が担

保されていない現在の状態をさらに長期化することを意味しており、鳩

山総理のおっしゃっている基本原則から判断すれば、我が国としては絶

対に採りえない選択肢であると考えておりますので、この点について是

非ご理解いただき、今後の国際交渉に臨まれることを切望いたします。 

 

以 上 



  

出所：削減目標数値は日本経済新聞（2009 年 11 月 27 日付け）他    

※1：EU は他の先進国が同種の意欲的目標を設定した場合は 30％削減に引き上げると表明している。 

※2：豪州は 2000 年比で 5％(90 年比では＋13%となる)削減としているが、2050 年までに CO2 濃度を 450ppm 以下に安定させる

という国際合意がなされた場合は 25％削減(90 年比▲11%)するとしている。 

※3：中国は、第 11 次 5 ヵ年計画(2006 年～2010 年)で掲げる年 8％成長を続けたと仮定した場合、CO2 排出総量は 2020 年に       

05 年比で 90％増加する計算（1990 年比ではさらに大きな増加率となる）。 

※4：各国の削減目標を達成する際に、追加的に CO2 を 1 トン削減するのに必要な要なコスト。 
EU、豪州については▲20％、＋13％で計算。地球環境産業技術研究機構（RITE）試算.。   

日本は、世界トップレベルの低炭素経済を実現。 

・・・にもかかわらず、削減目標は日本が実質的には突出しており不公平。 
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（参考）産業・エネルギー転換部門のエネルギー効率の国際比較 
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出所：Solomom associates社（米国のコンサルタント会社）の調査結果より作成
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出所：SRI Chemical Economic Handbook（August 2005） 及び ソーダハンドブッ
クより作成
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出所: 国際アルミニウム協会（International Aluminium Institute）、LCA日本フォー
ラムLCAデータベース（2006年）
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出所: 日本鉱業協会
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出所: ECOFYS社(オランダの調査会社) "International Comparison of Fossil
Power Efficiency" （2009年）
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出所: （財）日本エネルギー経済研究所、平成１９年度製造業技術対策調査　（製
紙業の環境エネルギー分野に関する調査）報告書
「各国のパルプ・紙・板紙の生産量及びエネルギー消費量等」

日本を100として

100 102
112

122 123 125
130

80

100

120

140

日本 韓国 ドイツ イギリス 中国 インド 米国

鉄１トンを作るのに必要なエネルギー指数比較（2005年）

日本を100として

出所：（財）地球環境産業技術研究機構（RITE）「エネルギー効率の国際比較
（発電、鉄鋼、セメント部門）」（2009年10月）より作成
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出所: The International Energy Agency (IEA) 「Worldwode Trends in Energy
Use and Efficiency 2008」より作成


